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ＴＰＰ１１及び日米新貿易協議を踏まえた農林水産業対策について

《提案・要望の内容》

○ＴＰＰ１１の発効に係る国内手続きが終了し、早ければ年内の発効が見込まれ
ることから、改めて、国内農林水産業への影響を精査し、畜産クラスター事業
や産地パワーアップ事業、さらには漁船導入に係る事業など、現場のニーズの
高い対策について、意欲ある農林漁業者が取り組みやすい事業となるよう、十
分な予算枠を確保すること。

○本年７月に初会合が予定されている日米新貿易協議においては、地方や農林水
産業関係者の声を十分踏まえながら、国内農林水産業への影響がないよう、強
い姿勢で臨むとともに、協議の内容について、適宜、情報公開と丁寧な説明を
行うこと。

【ＴＰＰ１１発効等に向け、現場で求められる対策】

①和牛農家、乳用種・交雑種肥育農家、酪農家、養豚農家の経営基盤強化

○規模拡大と生産コスト低減

・「畜産クラスター事業」による規模拡大と増頭のための施設整備に対する助成

○経営安定化対策（セーフティーネット）

・ＴＰＰ発効が条件である牛・豚マルキンの９０％補填について、恒久的制度とし

て即時確立

②園芸産地の活力増進

○意欲ある農業者の高収益な作物・栽培体系への転換

・「産地パワーアップ事業」による低コストハウスや生産資材・機械導入及び集出

荷施設など生産基盤整備に対する助成

③強い農林水産業のための基盤づくり

○農業者の収益力の向上に向けた生産基盤整備の推進

・「農業農村整備事業」による区画整理及び畑地かんがい整備等に対する予算確保

④林産物の競争力強化

○木材製品の安定生産確保に向けた林業・木材産業の競争力強化

・原木生産コスト低減と木材製品の競争力強化のため、「林業成長産業化総合対策」

による路網整備・機械化及び間伐支援、木材加工施設の高効率化に向けた予算確保

○計画的・効率的な森林整備等の推進

・計画的、効率的な森林整備を行う上で重要な生産基盤である路網整備及び森林整

備事業の予算確保

⑤水産物の競争力強化

○漁業生産基盤の強化（境漁港市場整備・代船建造）

・水産物の高品質化と輸出拡大を促進するため、大規模流通・輸出拠点漁港におけ

る高度衛生管理型市場整備に必要な予算確保（境漁港市場整備の早期完成）

・競争力を強化するため、「水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（基金事業）」

に必要な予算確保


